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【論文要旨】
This research aims to develop a framework to analyze management control mechanism consider-
ing in‰uence of customer-oriented organizational culture on it. The motivation for this research is
derived by previous studies: They show that customer orientation has the positive impact on
employee attitude and behavior, and corporate performance; but there are few studies focusing on
customer orientation in management accounting research.
In this study, regarding the customer orientation as organizational culture, a model to analyze
relation between customer-oriented organizational culture and management control will be estab-
lished. The customer-oriented organizational culture could motivate employees' goal congruent
attitude and behavior, and improve the ˆnancial performance by strengthening coordination func-
tion in management control. In addition, a possibility will be suggested; that is, when the concepts
of value-added/non-value-added activity cost in Activity-Based Costing and ˆxed revenue in Fixed
Revenue Accounting are used as measurements in management control, they will be able to create
a customer-oriented organizational culture.
【キーワード】 Customer-oriented organization, Customer orientation, Organizational culture,
Management control package, Cultural control.
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．はじめに
本稿では，組織文化としての顧客志向とマネジメント・コントロール（Management control
MC）の関係性を考察する。ここで，顧客志向とは組織文化のひとつであり，「ターゲットとなる
買い手に対して優れた価値を創造し続けることを可能にするために顧客を理解しようとする価値観
や信念，行動規範」と定義する。MC とは，上位者が財務的・非財務的な情報を下位者に伝えるこ
とをとおした，戦略実現のための情報共有プロセス（Hopwood, 1976）である。
マーケティング研究において，顧客志向が組織成員の態度（職務満足，結束力，組織コミットメ
ント，役割ストレス，役割曖昧性）や行動（利他的組織市民行動）にポジティブな影響を及ぼすこ
とが明らかとなっている（たとえば，Ruekert, 1992Siguaw et al., 1994松尾，2002Donavan
et al., 2004）。さらに，顧客満足という非財務業績や ROA (return on asset）や ROE (return on
equity）といった財務業績を向上させるという研究もなされている（たとえば，Narver and Slater,
1990Ruekert, 1992Chang and Chen, 1998Becker and Homburg, 1999Homburg and
P‰esser, 2000）。
上述のように，マーケティング研究において顧客志向が組織成員の態度や行動，企業業績に少な
からぬ影響を及ぼすことが明らかになっているにも関わらず，管理会計研究においての研究蓄積は
ないに等しい状態である。
そこで，顧客志向のメタ概念である組織文化に関わる研究までレビュー範囲を広げると，近年，
組織文化が管理会計に影響を与えるという指摘がなされている。ここで，組織文化とは「当該組織
で共有された価値観や信念，行動規範」（北居，2014，p.29）と定義される。その指摘の多くは，
マネジメント・コントロール・パッケージ（Management control packageMCP）研究において
なされている。すなわち，組織文化が MC に対して影響を及ぼす，もしくは，機能を補完すると
いう主張がなされている（たとえば，Malmi and Brown, 2008Simons, 1995Merchant and Van
der Stede, 2007）。実際，文化コントロール（Malmi and Brown, 2008）の成果物である組織文化
が，組織成員の社会化すなわち価値観の内面化と共有を促すことで，メンバー間の合意形成にかか
る取引コストや，指揮命令に対する抵抗を軽減させ，MC を効率的に機能させると考えられる。し
かし，組織文化と MC の関係性についての研究蓄積が十分でない問題があるとされている（Flam-
holtz et al., 1985Malmi and Brown, 2008）。
このような問題意識に基づいて，本稿では，組織文化と MC との関連性の研究の一環として，
組織文化としての顧客志向に着目し，顧客志向という組織文化と MC とが互いにどのような影響
を及ぼすかについての分析フレームワークを構築する。ここで，あえて「互いに」と断る理由は，
先行研究において指摘がなされていないとはいえ，顧客志向が MC を効率化するだけでなく，MC
が顧客志向を醸成する可能性があると考えるからである。すなわち，BSC (balanced scorecard）
における顧客関連尺度，ABC (activity based costing）における VA/NVA (value-added activity
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1 顧客志向とは，「ターゲットとなる買い手に対して優れた価値を創造し続けることを可能にする十分な顧客理
解」（p.21）である。競争志向とは，「顕在的および潜在的な競争相手がもつ，短期的な強みと弱みおよび長
期的な能力と戦略に関する理解」（pp.2122）である。機能間調整とは，「顧客にとって優れた価値創造を行
うプロセスにおいて企業の資源の調整された利用」（Narver and Slater，1990，p.22）である。
cost for customer/non value-added activity cost for customer）概念，あるいは固定収益会計（鈴木
・石井，2015）が，組織成員に顧客が誰で，何を望んでいるかを考えることを動機づけることで，
顧客志向の組織文化を醸成する可能性があると考えられるからである。
以下，本稿の構成は次のとおりである。第節で，まず，先行研究レビューを踏まえて顧客志向
の概念を定義する。次に，マーケティング研究のレビューによって顧客志向が組織成員の行動や組
織の業績に影響を与えることを明らかする。さらに，管理会計研究における組織文化と MC との
関係についての研究をレビューする。最後に，VA/NVA 概念や固定収益会計が顧客志向を醸成す
る可能性について言及する。第節で，先行研究レビューを踏まえて，MC がどのように組織成員
の行動や業績に影響を与えるのかについての 9 つの仮説を設定し，MC と顧客志向の関連性を分析
するためのモデルを構築する。第節で，本稿をまとめ，今後の研究課題を示して本稿を結ぶ。
．先行研究レビュー
. 顧客志向の定義
顧客志向については，従来マーケティング研究において幅広い議論がなされている。本稿では，
前節で示した北居（2014）の組織文化の定義を参考にして，顧客志向を「ターゲットとなる買い
手に対して優れた価値を創造し続けることを可能にするために顧客を理解しようとする価値観や信
念，行動規範」と定義する。以下では，本稿がこの顧客志向の概念を用いる論拠をマーケティング
の先行研究レビューに基づいて明確にする。
顧客志向は，市場志向の構成概念のひとつである。市場志向研究は，市場志向を事業単位などの
組織文化として捉えた組織文化研究のひとつであり，1980年代後半より盛んになった。当時，実
務と学術界の双方において日本企業の競争力の源泉が，顧客重視の姿勢にあると考えられ，顧客と
密着するような組織文化が経営を成功に導くカギだと認識されるようになり，市場志向研究が活発
になった（Peters and Waterman, 1982）。
市場志向を組織文化と捉えた代表的な研究が Narver and Slater (1990）である。彼らは，市場
志向を「買い手に優れた価値を創造しようとする従業員の行動を促し，ひいては継続的に優れたパ
フォーマンスを効果的かつ効率的に作り出す組織文化である」（p.21）と定義し，顧客志向，競争
志向，機能間調整という 3 つの要素からなる概念であると論じた1。
Narver and Slater (1990）と双璧をなす市場志向の代表的な研究に Kohli and Jaworski (1990）
がある。彼らは，市場志向を組織文化から引き出された行動的側面から捉えている点で，Narver
and Slater (1990）と異なる。Kohli and Jaworski (1990）は，市場志向を組織が「現在と未来の顧
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2 情報の生成は，顧客のニーズに関する情報を獲得する活動である。情報の普及は，顧客に関する生成された
情報を組織中に効果的に普及する活動を指す。情報の反応は，普及された情報に対応して取られる行動を表
している。（Kohli and Jaworski，1990）
3 Deshpand àe et al.（1993）は，Kohli and Jaworski（1990）の行動的側面として捉える見方に対して，顧客志
向が本質的に「人々の価値観や信念に根ざしたもの」（Deshpand àe et al.，1993，p.24）であるため，表層的
な行動的要素のみに焦点を当てる Kohli and Jaworski（1990）の定義は顧客志向の本質を十分に捉えていな
いと主張している。
4 http://www.jstor.org/stable/1252055?seq＝1#fndtn-page_scan_tab_contents，2017/2/17アクセス。
客ニーズに関わる市場情報を生み出し，組織内で市場情報を普及し，市場情報に反応することであ
る」（p.6）と定義し，市場志向を情報の生成，情報の普及，情報の反応という 3 つの行動的要素か
ら構成される概念であると指摘した2。
以上のように，市場志向については 2 つの見方がある。すなわち，Narver and Slater (1990）の
ように組織文化と捉える見方と，Kohli and Jaworski (1990）のように組織文化から引き出された
行動的側面として捉える見方である。
Deshpand àe et al. (1993）は，これらの市場志向についての見方について理論的に考察し，市場
志向を顧客志向として捉える新しい概念を打ち出した。彼らは，Narver and Slater (1990）のよう
に市場志向を組織文化として捉えることに賛同した上で3，市場志向の顧客志向，競争志向，機能
間調整という 3 つの構成要素のうち，競争志向と機能間調整を構成要素と見ることに問題がある
と指摘した。
競争志向とは，「顕在的および潜在的な競争相手がもつ，短期的な強みと弱みおよび長期的な能
力と戦略に関する理解」（Narver and Slater, 1990, pp.2122）である。そのため，競争志向は，顧
客の満たされていないニーズというよりも，もっぱら競争相手に焦点を置くことを助長することを
とおして，顧客志向と相反する可能性がある。Deshpand àe et al. (1993）は，このように競争志向
が顧客ニーズの充足を軽視してしまうよう導く危険性があることから，競争志向を市場志向の構成
要素として考えるべきではないと主張した。
さらに Deshpand àe et al. (1993）は，機能間調整を「顧客志向の中心的な本質と完全に一致して
いる。…その意味で，顧客志向の概念に統合する必要がある」（p.27）と主張した。伊藤（2009）
は，機能間調整を，顧客ニーズを理解することで引き起こされる価値創造に向けての機能間連携と
解釈し，機能間調整が顧客を理解しようとする顧客志向によって引き起こされると見ている。この
伊藤（2009）の解釈にあるように，Deshpand àe et al. (1993）の主張する機能間調整を顧客志向の
概念に統合もしくは同一視する見方には妥当性があると考えられる。
以上のように，Deshpand àe et al. (1993）は，市場志向を顧客志向と同一概念としてみるという
市場志向の再定義をした。Deshpand àe et al. (1993）の引用件数は4,837件にのぼっており4，彼ら
の主張する市場志向という組織文化を顧客志向とする見方は，マーケティングにおいて広く受け入
れられていると推察される。そこで，本稿では，Deshpand àe et al. (1993）の主張に依拠したうえ
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で，Narver and Slater (1990）の顧客志向の定義と北居（2014）の組織文化の定義を参考にし，顧
客志向の組織文化を「ターゲットとなる買い手に対して優れた価値を創造し続けることを可能にす
るために顧客を理解しようとする価値観や信念，行動規範」と定義する。
. 顧客志向と成果
 財務・非財務業績
これまでに実施されてきた市場志向のサーベイ研究は，市場志向と組織全体の財務業績の間に正
の関係があることを明らかにしている（たとえば，Chang and Chen, 1998Narver and Slater,
1990Ruekert, 1992）。加えて，財務業績以外にも，マーケット・シェア（たとえば，Becker and
Homburg, 1999Deshpand àe et al., 1993Homburg and P‰esser, 2000）および顧客満足（GoŠ et
al., 1997）といった非財務業績にも市場志向が正の影響を与えることが示されている。
Homburg and P‰esser (2000）は，市場志向と財務業績の間に，媒介する変数である市場志向行
動が存在すると主張した。彼らは，市場志向行動を組織成員が市場情報を生成し，普及し，反応す
ることと捉えた。その上で，これらの市場志向行動がマーケット・シェア等の非財務業績に対して
正の影響を持ち，さらに，非財務業績は財務業績に対して正の影響があることを発見している。
Becker and Homburg (1999）は，市場志向の経営はマーケット・シェアの拡大や顧客満足度の
向上といった非財務業績に直接的な影響を持つが，財務業績に対しては，非財務業績を通じて間接
的に正の影響を持つことを発見している。
これらの研究結果から，市場志向は財務業績に対してプラスの影響を及ぼすことは明らかであ
る。財務業績は組織成員一人ひとりの行動の結果によりもたらされるものである。しかし，市場志
向研究において，市場志向が財務業績に影響を与えるプロセスについては，少数の例外を除き，組
織を分析単位にしたものしかないため，組織成員に市場志向が内在化され，財務業績につながる因
果がブラックボックス化している。
 組織成員の態度・行動
組織文化と財務業績を結ぶ媒介変数として，組織成員の価値観や信念，行動様式の集積が組織文
化として形成され，その組織文化が従業員の意思決定や態度または行動として表層化し，業績に影
響を与えるプロセスが想定できる（小菅，2007）。ここでは，従業員の態度または行動に注目し，
個人を分析単位とする顧客志向研究のレビューを行う。
まず，顧客志向と組織成員の態度の関係について初めて言及したのは，Kohli and Jaworski
(1990）である。彼らは，インタビューから，顧客志向が組織成員の職務満足，結束力，組織コ
ミットメントを向上させることを明らかにした。彼らの研究結果を受け，Ruekert (1992）は SBU
を分析単位とし，実証分析により，企業の顧客志向が高まるほど組織成員の職務満足や経営陣に対
する信頼も高まり，離職意向が低下するという関係を明らかにした。Siguaw et al. (1994）では，
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5 行動のコントロールは，作業ルールを規定して順守させるような，直接的コントロールである。結果による
コントロールは，目標と実績の差異に基づいて業績を評価するタイプのコントロールであり，会計によるコ
米国の企業298社を対象とした調査の結果，企業が顧客志向になるほど，販売員に課せられる組織
からの業務や要望と顧客からの期待との乖離は小さくなり，「役割葛藤」が低下することを明らか
にした。さらに，企業の顧客志向が組織成員にとっての行動指針となるため，「役割曖昧性」が低
下することを示した。これらの結果を踏まえて，顧客志向によって組織成員の職務満足と組織コミ
ットメントが向上すると指摘している。松尾（2002）の研究においては，顧客を重視する営業担
当者は，顧客ニーズの充足もしくは顧客の抱える問題を解決するうえで，多くの情報を必要とする
ため，たとえライバルである営業担当者とも積極的な情報交換をすることを発見した。この結果を
受けて，彼は，顧客志向が組織成員の結束力を強める関係を見出した。
組織成員の態度への影響に関わる研究に比べ，研究の蓄積は少ないが，顧客志向が組織成員の行
動を生起することが示唆されている。Donavan et al. (2004）は，組織成員の行動的な側面におい
ても正の影響を与えるという意味で，顧客志向が組織内に便益をもたらすものであることを指摘し
ている。
. MC と顧客志向
本稿の目的は，MC と顧客志向という組織文化が相互に影響しあい，組織成員の戦略の意図に沿
った望ましい行動を引き出すかを考察する分析モデルを構築することにある。
MC と顧客志向という組織文化の関係性には，次の 2 つの双方向の関係が想定できる。顧客志向
の組織文化が MC（というプロセス）に影響を与える関係と，MC における情報生成を担う管理会
計（技法）が顧客志向を醸成し，顧客志向の組織文化を生み出すという関係である。後者は，たと
えば BSC の顧客関連尺度が組織成員の顧客志向を高めるなど管理会計が組織文化の醸成に影響を
与えるという関係である。なお，この管理会計が顧客志向を醸成する関係については次項で論じる。
 マネジメント・コントロール・パッケージ（MCP）
顧客志向の組織文化が MC に影響を与える関係についての研究は，内外の主要ジャーナルにお
いて見当たらなかった。しかし，組織文化を顧客志向に限定せずに，組織文化の MC への影響と
広く捉えてレビューすると，研究の蓄積がなされている。そこで，以下，顧客志向の組織文化の
MC への影響を，組織文化の MC への影響と読み替えてレビューをする。
管理会計を会計コントロール，組織文化を文化コントロールとみると（Malmi and Brown, 2008），
MC と組織文化の関係は，MCP 研究で議論されている。
Ouchi (1979）は，MCP の萌芽的研究である。彼は，コントロール手段には，「行動」，「結果」，
「クラン」という 3 つの形態のコントロール手段があると指摘している5。このようにコントロール
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ントロールはこれに含まれる。クラン・コントロールは，組織成員に共有される価値観や信条に基づくコン
トロールである。（Ouchi, 1979, pp.835837）
6 Otley（1980）は「様々な目的のために多様なコントロール・メカニズムが同時に使用される。どれか 1 つの
コントロール手段の影響を分離することは困難である」（p.423）ため，「それらは，パッケージとして機能す
るものであり，あわせて分析を行う必要がある」（p.422）と主張した。
手段を類型化した上で，彼は，効率的に組織成員の協働を促すことができるようにこれら 3 つの
コントロール手段を組み合わせて用いることが重要であると主張した。この点については，Otley
(1980）も言及している6。
Flamholtz (1983）は，Ouchi (1979）の指摘したクラン・コントロールを組織文化によるコント
ロールと見た。その上で組織文化が組織構造や管理会計に影響を与え，組織構造が管理会計に影響
を与えるという，いわば「組織文化→組織構造→管理会計」という構図を示した。ここで，管理会
計とは，MC を支える計画，実行，業績測定，業績評価および報酬システムを指す。このようなフ
レームワークに基づいて調査を行った結果，組織文化が管理会計に多大な影響を与えていることを
確認した。
さらに，組織文化，すなわち組織成員の価値観や信念，行動規範に働きかけるコントロールをコ
ントロール手段のひとつとみるフレームワークが Simons (1995）や Merchant and Van der Stede
(2007），Malmi and Brown (2008）によって提唱されている。
Simons (1995）は，組織文化醸成に働きかける信条のシステム，境界のシステム，診断的コン
トロール・システム，インタラクティブ・コントロール・システムの 4 つのコントロール・シ
ステムが，相互補完的に働くことで，事業戦略の実現が達成されると主張している。また，
Merchant and Van der Stede (2007）は，結果コントロール，行動コンロール，文化コントロール
の 3 つのコントロールを含む MCP を示し，文化コントロールが結果コントロールおよび行動コン
トロールを補完する機能を有していると述べている。Malmi and Brown (2008）は，それまでのパ
ッケージ論に関わる研究をレビューし，それらを包含する形で，計画コントロール，サイバネティ
ック・コントロール，報酬・俸給によるコントロール，管理的コントロール，文化コントロールの
5 つのコントロールで構成される MCP を提唱した（Malmi and Brown, 2008）。
Ouchi (1979）の「クラン・コントロール」，Simons (1995）の「信条システム」，Merchant and
Vander Stede (2007）の「文化コントロール」，Malmi and Brown (2008）の「文化コントロール」
が，本稿のテーマと関わる組織文化を醸成するコントロール手段と考えられる。そして，彼らの研
究のなかで，これらのコントロールが会計コントロールを補完することが示唆されている点に，本
稿との関連性があると考える。
. 組織文化と調整メカニズム
前項でレビューしたように，組織文化は MC もしくは会計コントロールに影響を与える。理論
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的には，組織文化が MC による組織メンバー間の調整メカニズムに影響を与えるという指摘がな
されている。ここでは，その理論的根拠を与える研究をレビューする。
 Malmi and Brown（）の見解
Malmi and Brown (2008）は，それまでの MCP 研究を包括的にレビューし，MCP の構成要素
のひとつに組織文化を醸成する文化コントロールがあると指摘した。その上で，文化コントロール
が，組織成員の社会化をとおして会計コントロールにポジティブな影響を及ぼすと述べた。ここ
で，社会化とは，「組織の一員として認められるために，個人が価値・規範・組織に必要な行動を
身に付けていく過程」（Schein, 1968, p.1）である。つまり，文化コントロールによって組織成員
間で価値観，信念，および社会的規範が共有されることによって，会計コントロールが容易になる
と考えた。
彼らのいう文化コントロールは，「バリュー」，「クラン」，「シンボル」によって構成されている。
バリュー・コントロールは「組織の基盤となる価値，目的，方向性を与える」（Simons, 1995，邦
訳，p.82）。典型例としてはバリュー・ステートメントやクレドの提示が挙げられる。
クラン・コントロールは，個人が組織固有の技能や価値観を浸透させる社会化の過程で作用す
る。通俗的にいう「仲間意識」の形成を果たす。クランは，組織内のミクロレベルの個々のグルー
プを分類する際に用いられる概念として Ouchi (1979）により提唱された。
シンボル・コントロールは，可視化できる経験を生み出すことによって，特定の象徴的な文化を
創り出すものである（Schein, 1968）。たとえば，従業員に制服を着ることを要求することによっ
て，プロフェッショナルとしての文化を生み出すことが可能になる。
以上のように，組織は文化コントロールをとおして組織成員を社会化し，個々人の価値観を組織
の価値観に適合するように変化させるだけでなく，価値観・信念・社会的規範を共有するという意
味での仲間意識を高めて組織文化を醸成し，醸成された組織文化が会計コントロールを効率化す
る。会計コントロールによって目標や実績が示されたとき，その目標達成責任を担う組織成員が一
定以上共有された価値観・信念・社会的規範によって仲間意識をもつことで，役割や責任の調整が
容易になると考えられる。
 社会化と取引コスト
社会化の MC に与える正の影響のメカニズムは，経営学における社会的コントロール理論に基
づいて取引コストの節約という観点から説明できる。社会的コントロール理論とは，行動の適切性
に関するメンバー間の合意が形成されるとき，そのプロセスで共有された価値観が基礎となり，そ
の合意から逸脱した行動が非難されるという意味でメンバーの行動をコントロールできるという理
論である。（O'Reilly and Chatman, 1996）
まず，社会的コントロールが働くと，部署のメンバー同士の信頼関係が希薄で相手が機会主義的
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に行動する危険性を軽減できる。その結果，機会主義行動のモニタリングやそれに対するマイナス
の報酬といった管理会計システムの構築コストや MC にかかる取引コストが低減し，組織は成果
を得やすくなる。次に，MC よる公式的コントロールを効率的に行うためには，権威の正当化やメ
ンバーから服従を引き出すことが必要となる。ところが，MC による指揮命令によるトップダウン
・コントロールに対してメンバーが大きな抵抗を示す危険性がある。このような状況を想定する
と，社会化を通じて価値観の内面化と共有が進むほど，このような抵抗は小さくなると考えられる。
このように，社会的コントロールによるメンバー間の合意形成や指揮命令に対する抵抗の軽減
が，管理会計システム構築コストや，MC における取引コストを低減することをとおして組織業績
を高める可能性があるといえる。つまり，社会的コントロール理論は，Malmi and Brown (2008）
の指摘した文化コントロールによる社会化が MC にポジティブな影響を及ぼす背景に取引コスト
の節約という理論的根拠を与える理論と位置づけられる。
. 顧客志向を醸成する管理会計
研究蓄積が少ないとはいえ，管理会計が組織文化の変化に影響を与えることを示唆する研究があ
る。挽（2002）は，村田製作所の事例研究をとおして，BCS の導入によって，官僚組織型・競争
原理型の組織文化が企業家型・大家族型の組織文化に変化する兆しが生じたことを発見した。
この研究は，管理会計が組織文化に影響を与える可能性を示唆している。そこで，本稿の関心で
ある顧客志向の組織文化の醸成に管理会計が貢献できるかという観点からみれば，理論的に顧客志
向を醸成する可能性のある管理会計があるということになる。
このような顧客志向を醸成するポテンシャルをもつと考えられる管理会計は，以下で述べるよう
に，財務情報を用いたものと非財務情報を用いたものとの 2 つに分類できる。さらに，財務情報
を用いた管理会計は，顧客志向すなわち顧客を理解しようとする志向について，どのように顧客を
理解しようとしているかという観点から，顧客のニーズ探索志向（顧客が何を望んでいるか）を動
機づける管理会計と，ターゲット顧客の探索志向（誰が顧客か）を動機づける管理会計に分けられ
る。
 ABC と原価企画
まず，財務情報を用いた管理会計うち，顧客のニーズ探索志向（顧客が何を望んでいるか）を動
機づける管理会計として，ABC と原価企画があげられる。
ABC は，活動を原価集計単位とすることで，活動原価を顧客が喜んで対価を支払う活動原価
（VA）とそうでない活動原価（NVA）に区分することを可能とする（鈴木，2011）。原価を VA
と NVA に分けることで，顧客が喜んで対価を支払う活動とはどのような活動であるかを考えるこ
とをとおして顧客志向を醸成すると理論的に考えられる。
この ABC による VA と NVA の区分が本質的に顧客志向をもたらす原価計算であるという仮説
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7 廣本（2004）をみると，そこには VA/NVA という区分が顧客志向を醸成する可能性が示唆されていると考
えられる。彼は，ABC が顧客中心主義の立場にたって，原価を顧客にとって価値があるかどうかという基準
で，原価を VA/NVA に区別する原価計算システムであると述べているからである。
8 この記述は，Ramarathan (1994a, b）だけでなく，当時，ワシントン大学の客員研究員として当プロジェク
トに参画していた鈴木研一氏（現明治大学教授）からのインタビュー情報に基づくものである。
は，Ramarathan (1994a, b）によるボーイングの事例研究から推察できる。この事例研究には，同
社の主要プラントであるエバレット工場において，ABC における VA/NVA という原価情報が組
織成員の顧客ニーズの理解を動機づけたことが記されている。具体的には，VA/NVA を定義する
際に，ミドル・マネジャーたちは，顧客が何を望んでいるかについて，数日にわたりそれぞれの意
見をぶつけ合って，理解を深めていった。その結果，顧客ニーズに合致するように航空機の形状や
機能を変える活動か否かという基準で VA/NVA を区分することになった。実際に原価計算をする
と，いくつかの業務プロセスで多額の NVA が発生していたことが判明し，顧客ニーズ充足という
意欲のもとで，職能別組織から顧客別製品プロジェクト組織という歴史的な転機となるような組織
改革や，部品業者の設計初期段階からの参画といった改革がなされ，3 割近い原価低減がなされ
た。この事例は，同社にとって大きな組織改革が VA/NVA 区分に関わる議論をとおした顧客志向
の醸成をきっかけとして成し遂げられたものだと解釈できる7,8。
このように，VA/NVA という区分をもった ABC は，メンバーに対して顧客が何を求めている
かを意識させ，探らせようとする。換言すれば，十分に顧客理解をしようとする顧客志向という組
織文化の醸成の可能性をもった管理会計と考えられる。
原価企画もまた顧客のニーズ探索（顧客が何を望んでいるか）を動機づける管理会計と解釈する
ことが可能であろう。原価企画においては，製品の機能別展開がなされる。その上で，顧客がどの
機能に価値をおいているかについての優先順位を推定して，優先順位の低い機能を省くことで目標
原価を達成していく（中川，2011）。したがって，原価企画はその活動への参加者に対して，顧客
が何を望んでいるかを常に意識させるという意味で，顧客理解をしようとする顧客志向という組織
文化の醸成に役立つ可能性をもった管理会計と考えられる。
 顧客収益性分析と固定収益会計
ターゲット顧客の探索（誰が顧客か）を動機づける管理会計として，顧客収益性分析（Cus-
tomer Account ProˆtabilityCAP）と固定収益会計（Fixed Revenue AccountingFRA）がある。
CAP は，多くの企業が，製品の質やサービスに言及する際に「顧客志向」を強調しているにも
関わらず，管理会計システムは顧客ではなく製品，部門，地域に焦点を当てているという矛盾，も
しくは問題の解決を目指して Foster et al. (1996）によって提唱された。CAP では，顧客を収益性
の高いセグメントと低いセグメントに分ける。この収益性情報を得たメンバーは，収益性の高い顧
客セグメントの保持を最大化し，新規の収益性の高い顧客を加える割合を増加させようとする。そ
――
うした意思決定のなかで，CAP は，収益性の高い顧客が誰かの探索を動機づける管理会計とい
え，その意味で顧客理解をしようとする顧客志向という組織文化の醸成に役立つ可能性をもつと考
えられる。
FRA とは，取引頻度などの尺度によって顧客を固定客と非固定客に分け，その顧客セグメント
ごとに利益やキャッシュフローを計算する顧客セグメント会計である（鈴木・石井，2015）。FRA
の発案者である鈴木は，FRA を「顧客が誰か」を自問する会計であると述べている（鈴木，2005）。
すべての顧客が利益をもたらすとはいえない。実際，FRA の事例研究では，顧客のうち 2 割か
ら 3 割にすぎない固定客が利益の 7 割くらいをもたらしていた（鈴木，2007）。つまり，FRA の顧
客セグメント別の利益情報は，組織成員に利益をもたらす顧客が誰かについて自問させるという意
味で顧客理解をしようとする顧客志向という組織文化の醸成に貢献すると会計であると考えられる。
 バランスト・スコア・カード（BSC）
非財務尺度を用いた管理会計として BSC (Kaplan and Norton, 1996）がある。BSC は財務・顧
客・社内ビジネスプロセス・学習と成長の 4 つの視点から戦略を評価し，実行を促す技法である。
BSC を，顧客志向を動機づける管理会計としてみる理由は，顧客の視点があるからである。顧客
の視点からの業績尺度には，顧客満足や顧客リピート率などがある。つまり，BSC を運用するな
かで，このような顧客の意識や行動についての目標が設定され，経過が評価される。メンバーはい
やでも顧客満足を高め，リピート率を高めるようにと動機づけられる。このことが，十分に顧客理
解をしようとする顧客志向という組織文化の醸成に役立つと考えられる。
BSC における顧客関連尺度が財務業績に正の影響を及ぼすということについての多くの実証研
究がある。たとえば，Ittner and Larcker (1998）は，1995年の米国のテレコミュニケーション企
業における顧客満足度調査データの顧客満足度を独立変数，1996年における顧客維持率と収益，
収益変化率を従属変数として重回帰分析を行った結果，顧客満足が財務業績に有意な正の影響を持
つことを明らかにした。Banker et al. (2000）は，再利用意向と苦情件数を顧客満足を測定する変
数として用い，それぞれの変数が企業の収益にポジティブな影響を与えることを示した。
これらの実証研究は，顧客関連尺度と財務業績との直接的な因果関係を取り扱ったものである。
しかし，先に述べたように，BSC の顧客関連尺度が顧客志向を醸成する可能性をもつことは論理
的に想定できる。つまり，これらの実証研究は，BSC の顧客関連尺度が顧客志向を媒介して，財
務業績に正の影響を与えている可能性を示唆しているとみることも可能であると思われる。
．仮説設定
本節では，組織文化としての顧客志向が MC に与える影響を検証するための仮説を設定する。
まず，MC が整合的行動もしくは組織業績につながるパスについての仮説を主に実証的先行研究を
参照しながら示す。次に，本稿の主要な関心である組織文化としての顧客志向が MC に与える影
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9 行動や業績をどのようにとらえるかについては第 4 項で述べる。
響についての仮説を前節の先行研究レビューに基づいて設定する。
. MC による整合的行動の動機づけ
MC の定義は，多種多様である（Malmi and Brown, 2008）。しかし，MC を上位者と下位者との
情報共有プロセスととらえる見方は，Hopwood（1976）が予算管理プロセスをマネジャーとメン
バーとのコミュニケーションをとおした情報共有の機能を有するプロセスであると主張してから多
く見られるようになった（たとえば，伊丹，1978Young，1985Nouri and Parker，1998）。そ
こで，本稿では MC を上位者が財務的・非財務的な情報を下位者に伝えることをとおした，戦略
実現のための情報共有プロセスと定義する。
この MC による情報共有をとおして，下位者は各々の役割の理解を深めると考えられる（Par-
ker and Kyj，2006）。鈴木（2012）は，MC のプロセスを「計画の立案」「結果の評価」「計画の是
正」という 3 つのプロセスからなるものであると指摘した。まず，計画の立案プロセスにおいて，
上位者，あるいは上位者と下位者は，戦略を実現するための計画を立案する。計画の立案をするな
かで，上位者はあるいは上位者と下位者は，下位者間の相互依存性の調整（谷，1984）をする。
この調整の結果，下位者は自らの役割を理解する。また，結果を評価し，計画の是正するプロセス
においても，結果から問題点を発見し，その解決に向けた調整がなされ，下位者は自分の役割を理
解すると考えられる。つまり，MC における情報共有あるいはそのためのコミュニケーションをと
おして，業務プロセスや環境条件についての不完全な知識が補われるとともに，協働のための調整
がなされ，戦略と目標整合性のある役割の理解が深まると考えられる（Shields and Shields, 1998
伊丹，1978）。以上の議論から次の仮説を設定する。
 H1MC による情報共有は役割の理解に正の影響を与える
組織成員が各自の役割を明確に理解することは，行動や業績に正の影響を与えると考えられる9。
Chenhall and Brownell (1988）は，義務や責任を十分に理解していない，役割の曖昧性が高い組織
成員は「意思決定することや試行錯誤をとおして学ぶことを躊躇うだろう」（p.226）と主張してお
り，同様の関係が実証的検証により明らかになっている（DeCotiis and Summers, 1987）。役割を
理解することは，組織全体としての目標が個人レベルまでブレークダウンされ，個人が自分の仕事
が組織全体の目標の中のどの部分に貢献しているのかを明確に理解している状態を指す。この理
解が深まることで，組織成員が目的整合性のある行動をとる可能性（Shields and Shields, 1998
Parker and Kyj, 2006）もしくは直接組織の業績に影響を与える可能性が考えられる。そこで，次
の仮説を設定する。
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 H2a役割の理解は整合的行動・業績に正の影響を与える
役割の理解は，前項で述べたような直接的な影響だけでなく，組織コミットメントを介在して間
接的にも行動や業績にポジティブな影響を与えると考えられる。Parker and Kyj (2006）は，役割
の曖昧さが薄れることが組織コミットメントを高めることを明らかにした。ここで，組織コミット
メントとは，「個人がある特定の組織に対してもつ同一化とその組織への関与の相対的強さ」
（Mowday and Steers, 1979, p.226）と考える。
一般的に，強い組織コミットメントを持つ組織成員は，所属する組織の価値観や目標を受け入
れ，自らが組織の代表として努力し，組織に所属し続けたいと強く願う（伊波他，2014）。一方，
組織から自分の仕事に対する期待が明確でないと感じるとき，すなわち自らの仕事を与えられた職
務と関連づけることができない場合，組織コミットメントは必然的に低減する（Welsch and
Lavan, 1981）。つまり，自らの役割を明確に理解することで，自分の役割を果たすことが組織の成
果につながると感じ，そのことが，組織コミットメントを高める（Deci, 1981，邦訳）と考えられ
る。そこで，次の仮説を設定する。
 H2b役割の理解は組織コミットメントに正の影響を与える
先行研究において，組織コミットメントが高いモチベーション，ひいては高い業績を導くことが
理論化されている（Meyer and Allen, 1997）。伝統的な人的資源管理論（Likert, 1961）において
は，高い組織コミットメントは組織成員のエネルギーや知識を組織にインプットさせるように働く
ために，好業績をもたらすことが主張されている。会計の領域における研究においても，組織コミ
ットメントが行動や業績にポジティブな関係にあることが示されている（たとえば，Ferris and
Larcker, 1983Nouri and Parker, 1998）。そこで，次の仮説を設定する。
 H2c組織コミットメントは整合的行動・業績に正の影響を与える
. 顧客志向の MC への影響
本項と次項では，本稿の主要な関心である組織文化としての顧客志向がマネジメント・コント
ロールに与える影響についての仮説を設定する。以下では，顧客志向という組織文化が，前項で検
討した MC による情報共有から行動・業績へのプロセスにポジティブな影響を与える点について
論じる。
顧客志向の役割の理解への影響は，MC の役割の理解に対する影響への交互作用的影響と，役割
の理解への直接的影響とに区分できる。さらに，顧客志向は役割の理解を高めることで，組織成員
の組織コミットメントや行動および業績に影響を与えると考えられ，次のとおりである。
――
 顧客志向の役割の理解に対する影響
顧客志向の役割の理解に対する影響は，顧客志向の組織文化としての機能的側面と顧客志向独特
の機能的側面から論じることができる。まず，顧客志向の組織文化としての機能的側面についてみ
てみる。組織文化は，組織成員のコミュニケーションの基盤を提供し，調整を容易にするという機
能をもつ（伊丹・加護野，2003）。組織文化とは「当該組織で共有された価値観や信念，行動規範」
（北居，2014，p.29）である。つまり，企業で働く人々に共通の思考・行動様式を形作る役割を果
たす。組織文化を醸成することで思考様式や行動規範が共有されると，同一の情報からよく似た意
味が引き出される。こうして，情報への認識と情報解釈のパターンが共有されることでコミュニ
ケーションが円滑化し，協働のための調整が容易になり，結果として組織成員の役割の理解に正の
影響を与えると考えられる（伊丹・加護野，2003）。この顧客志向のコミュニケーションの基盤と
しての機能は，MC による情報共有から役割の理解に至る調整を容易にすると考えられるため，以
下の仮説を設定する。
 H3a顧客志向が強いほど，MC による情報共有と役割の理解の関係は強くなる
次に，顧客志向という組織文化それ自体がもつ独自の機能的側面について考える。顧客志向独自
の機能とは，機能間調整（Deshpande et al., 1993）を指す。彼らは，顧客志向を本質的に機能間
調整と完全に同一の概念であると捉え，顧客志向が組織成員同士の役割の調整を直接的に促す機能
をもつと主張した。
顧客志向すなわち顧客ニーズを理解しようとすることが，組織成員自らもしくは自律的に自らの
役割の理解を深めると考えられる（伊藤，2009）。他の先行研究においても，顧客志向が，役割の
曖昧性や組織成員の役割を果たすことに対するストレスを低下させる働きを持つことが示されてい
る（Siguaw et al., 1994）。
以上のように，顧客志向は，前述のコミュニケーションの基盤としての役割の理解への交互作用
的な影響だけでなく，直接的に役割の理解を促進することが先行研究で主張されている。この主張
を踏まえて，次の仮説を設定する。
 H3b顧客志向は役割の理解に正の影響を与える
 顧客志向の組織コミットメントおよび行動・業績に対する影響
先行研究では，顧客志向が組織成員の組織コミットメントや行動・組織の業績に影響を与えるこ
とが主張されている。まず，顧客志向が組織コミットメントにポジティブな影響を与えるとされて
いる。その理由は，顧客志向の強い組織において組織成員は，顧客に貢献しているという組織の一
員であるというプライドをもち，そのことが組織コミットメントを高めるからである。（Kohli and
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Jaworski, 1990Rukert, 1992）
次に，顧客志向は組織成員の整合的行動を引き出すと考えられる。本稿では，MC を財務コント
ロールと非財務コントロールからなると考える（鈴木，2012）。このうち，非財務コントロールの
代表例に BSC がある。BSC の 4 つの視点のひとつに顧客の視点があり，戦略達成の重要成功要因
として顧客満足やロイヤリティなどをとらえて，尺度として用いることが提唱されている
（Kaplan and Norton, 1996）。このような顧客関連尺度が事後的あるいは結果コントロール尺度と
して MC に組み込まれることで，戦略達成という視点から顧客を理解し行動しようとする整合的
行動が動機づけられる可能性は高いと考えられる。
最後に，顧客志向が ROA や ROE などの財務業績（Narver and Slater, 1990Ruekert, 1992）
や市場シェアや顧客満足度といった非財務業績（Becker and Homburg, 1999Deshpand àe et al.,
1993Homburg and P‰esser, 2000）に正の影響を持つことが明らかにされている。
以上の考察を踏まえて，次の仮説を設定する。
 H4a顧客志向は組織コミットメントに正の影響を与える
 H4b顧客志向は，整合的行動や財務・非財務業績に成果に正の影響を与える
. MCによる顧客志向の醸成と業績
本稿では MC を上位者が財務的・非財務的な情報を下位者に伝えることをとおした，戦略実現
のための情報共有プロセスと捉えている。MC に顧客を意識させるような計画や目標・指標を組み
込むことで顧客を意識させるような情報が共有された場合，組織成員は，顧客は誰か，何を求めて
いるかを考え，組織成員たちの思考が積み重なることで顧客志向が醸成されると考えられる。この
ような現象を引き起こす可能性のある MC として，前節でレビューした BSC (Kaplan and Norton,
1996），VA/NVA (Ramarathan, 1994a1994b），固定収益会計（鈴木・石井，2015）という管理
会計を利用した MC があげられる。
MC によって顧客志向が醸成されるプロセスは次のように考えられる。MC によって示される目
標や業績評価に，顧客満足や顧客付加価値活動原価概念，固定客からの利益といった顧客のニーズ
やターゲット顧客を考えなければ達成不可能な尺度が組み込まれたとき，MC は組織成員に顧客に
関わる情報収集を動機づける。組織成員は，顧客が誰か，何を望んでいるかを考え，その情報をや
りとりするようになるだろう。この MC によって誘因される顧客について知ろうとする意欲や行
動が，本稿の顧客志向すなわち「ターゲットとなる買い手に対して優れた価値を創造し続けること
を可能にするために顧客を理解しようとする価値観や信念，行動規範」の醸成に正の影響を与える
と考えられる。この推論を踏まえて次の仮説を設定する。
 H5顧客を意識させるような尺度をもちいた MC における情報共有は顧客志向に正の影響を
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図表 組織文化としての顧客志向とマネジメント・コントロールの関係性
与える
ただし，MC が顧客志向を醸成するという着眼点をもった先行研究は，少なくとも内外の主要ジ
ャーナルにおいてなかった。しかし，この背景には，この論理の妥当性がないとわけではないので
はなく，管理会計においてマーケティングとの学際研究があまりなされていないという現状がある
に違いないと思われる。したがって，MC による顧客志向の醸成という本仮説は，これまでにない
ユニークで学術的貢献の可能性をもつ仮説といえる。
．むすび
本稿は，組織文化としての顧客志向に着目し，顧客志向と MC との関係性について理論的に考
察した。まず，先行研究レビューをとおして，顧客志向を「ターゲットとなる買い手に対して優れ
た価値を創造し続けることを可能にするために顧客を理解しようとする価値観や信念，行動規範」
と定義した。次に，マーケティング研究のレビューによって顧客志向が組織成員の行動や業績に影
響を与えることを明らかにした。さらに，管理会計研究において顧客志向の会計技法を取り扱った
研究をレビューした。最後に，これらの先行研究レビューを踏まえて，MC と顧客志向がどのよう
に組織成員の行動や業績に影響を与えるのかについて 9 つの仮説を設定した。これらの仮説をま
とめると図表 1 のとおりである。これが，本稿の目的とした顧客志向という組織文化と MC とが
互いにどのような影響を及ぼすかについての分析フレームワークである。
まず，MC による情報共有あるいはそのためのコミュニケーションをとおして，組織成員間での
協働のための調整がなされ，戦略と目標整合性のある役割の理解が促される（H1）。次に，役割の
理解は，直接的に（H2a），また組織コミットメントを介して整合的行動や組織業績にプラスの影
響をもたらす（H2bH2c）。さらに，この MC のプロセスの変数である役割の理解や組織コミッ
トメント，整合的な行動や組織業績に対して，本稿の主要な関心である組織文化としての顧客志向
が正の影響を与える（H3aH3bH4aH4b）。最後に，MC が顧客関連尺度を有したときに，
MC は顧客志向の醸成を促進する（H5）。
本稿の学術的意義は，次の 3 点である。第 1 に，今までマーケティングや戦略論，経営学の分
MCによる
情報共有
HS 
H2a 
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野で注目されてきたが，管理会計研究においては研究がされてこなかった顧客志向について，管理
会計研究という観点から考察したことがあげられる。第 2 に，管理会計研究の中核をなす MC 研
究へ貢献できる可能性がある。すなわち，MC を情報共有プロセスとしてとらえ，役割の理解とい
う調整をとおしたプロセスあるいはメカニズムにどのように顧客志向が影響を与えるかについて理
論的に考察した。この考察は，MC を情報共有もしくはインタラクション・プロセスとして捉えて
いるため，Simons の提唱する MCP 理論へ貢献すると考えられる。第 3 に，すでに指摘したよう
に，管理会計による顧客志向の醸成という本仮説は，これまでにないユニークで学術的貢献の可能
性をもつ仮説といえる。MCP では文化コントロールあるいは信条のシステムが，会計コントロー
ル，あるいは，診断的コントロールに影響を与えると考えられている。しかし，本仮説は，会計コ
ントロールが文化コントロールを補完する可能性があることを示唆している。とくに，BSC のよ
うな非財務コントロールだけではなく，顧客付加価値活動原価概念や固定収益会計という，いわゆ
る財務コントロールがその可能性をもつことを指摘した点は独創的であると思われる。
今後の課題としては，まず，仮説の妥当性を量的・質的アプローチによって検証する必要があ
る。すなわち，顧客満足調査データや財務業績データに基づいて，共分散構造分析，あるいはマル
チレベル分析を使って量的な分析を実施する。また，現場の観察をして質的な分析を試みる。次
に，これらの量的・質的分析をとおして，仮説あるいは分析フレームワークにおける問題点を発見
し，さらなる先行研究レビューを踏まえて，分析フレームワークを精緻化する。
今後，これらの課題に取り組むことによって，管理会計とマーケティングの領域にまたがる学際
研究を深耕し，管理会計研究の発展に貢献したいと考える。
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